
公益財団法人鳥取県スポーツ協会 

親子 de スポーツ推進事業（競技団体向け）補助金交付要綱 
 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公益財団法人鳥取県スポーツ協会（以下「協会」という。）が県から委託を受けた親

子 deスポーツ推進事業（競技団体向け）補助金（以下「補助金」という。）の交付について、必要な事項

を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 補助金は、協会加盟競技団体が親子向けのスポーツ教室や体験会を開催し、多忙感を抱く子育て世

代が身近な地域において、親子で気軽にスポーツと接する環境をつくることを目的として交付する。 

 

（補助金の交付） 

第３条 協会は、前条の目的を達成するために、協会加盟競技団体に対し、補助金を交付する。 

２ 補助金の額は、別表に掲げるとおりとする。 

３ 補助金の額は、補助対象経費の実支出額から運動教室等への参加料金その他この事業実施に係る収入を

差し引いた額とする。 

 

（補助金の交付の申請） 

第４条 本補助金の交付の申請（以下「交付申請」という。）をする者は、公益財団法人鳥取県スポーツ協

会長(以下「会長」という。）が別に定める日までに、次に掲げる書類を提出しなければならない。 

 （１）補助金交付申請書（様式第１号） 

 （２）事業計画書（様式第２号） 

 （３）収支予算書（様式第３号） 

 

（補助金の交付の決定） 

第５条 会長は、交付申請を受けたときは提出された書類を審査し、補助金を交付すべきものと認めたとき

は、速やかに補助金の交付の決定（以下「交付決定」という。）をするものとする。 

２ 会長は、前項の場合において、交付目的を達成するために必要があると認めるときは、交付申請に係る

事項に修正を加えて交付決定をすることができる。 

 

（交付決定の時期等） 

第６条 本補助金の交付決定は、交付申請を受けた日から起算して原則として１５日が経過する日までに行

うものとする。 

２ 本補助金の交付決定の通知（以下「交付決定通知」という。）は、様式第５号によるものとする。 

３ 会長は、交付申請を受けた場合において、補助金を交付することができないと認めたときは、交付申請

をした者に対し、補助金を交付しない旨及びその理由を通知するものとする。 

 

 



（補助事業の変更等） 

第７条 補助事業者は、交付決定（この項の規定による交付決定〈以下「変更等の交付決定」という。〉を

受けた場合にあっては、変更後のものとする。以下同じ。）に係る補助事業等の内容、経費の配分その他

の事項の変更をしようとするときは、あらかじめ会長の承認を受けなければならない。 

２ 前項の規定は、補助事業等を中止し、又は廃止しようとする場合について準用する。 

３ 変更等の交付決定を受けようとする補助事業者は、次に掲げる書類を、別に定めるところにより会長に

提出しなければならない。 

 （１）補助金変更承認申請書（様式第５号） 

 （２）事業計画書（様式第２号） 

 （３）収支予算書（様式第３号） 

４ 第５条及び第６条（第２項を除く）の規定は、変更等の承認について準用する。 

 

（実績報告） 

第８条 補助事業者は、補助事業の完了、中止若しくは廃止の日から３０日を経過する日、又は交付決定を

受けた年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに、次に掲げる書類を会長に提出しなければなら

ない。 

 （１）補助金実績報告書（様式第６号） 

 （２）事業報告書（様式第２号） 

 （３）収支決算書（様式第３号） 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 会長は、前条の規定による報告を受けたときは、提出された書類を審査し、対象事業が決定内容等

に従って遂行されていると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知（以下「額

の確定通知」という。）するものとする。 

 

（概算払） 

第10条 会長は、概算払により補助金の支払をするときは、あらかじめその旨を補助事業者に通知するもの

とする。 

 

（交付の請求） 

第11条 補助事業者は補助金の交付の請求をしようとする時は、請求書（様式第４号）に交付決定通知書又

は額の確定通知書（概算払の場合を除く）の写しを添えて協会に提出するものとする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第12条 会長は、補助対象事業者が、この要綱の規定又は決定内容等に違反したときは、交付決定の全部又

は一部を取り消すことができる。 

２ 前項の規定は、額の確定通知を行った後においても適用があるものとする。 

３ 会長は、第１項の規定により交付決定を取り消し、又は決定内容等を変更したときは、補助事業者に対

し、その旨を通知するものとする。 

 



（補助金等の返還） 

第13条 会長は、前条の第１項の規定により交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に

ついて既に補助金を支払っているときは、期限を定めて、その部分について支払った額の返還を命ずるも

のとする。 

２ 会長は、額の確定通知を行った場合において、当該確定額に係る額を超える補助金を既に支払っている

ときは、期限を定めて、その部分について支払った額の返還を命ずるものとする。 

 

（書類の保存） 

第14条 補助事業者は、次に掲げる事項を記載した書類及びその内容を証する書類を整備し、補助事業の完

了した年度の翌年度から起算して５年間、これらを保存しておかなければならない。 

 （１）補助金の出納の状況 

 （２）対象事業の遂行の状況 

 （３）対象事業に係る収入及び支出の状況 

 

（雑則） 

第15条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、会長が別に定める。 

 

 

 

  （別 表） 

事 業 名 親子 de スポーツ推進事業（競技団体向け） 

補助 金の額 
①１事業（１回）につき、５万円を上限とする。 

②当該年度において、原則１競技団体３０万円を上限とする。 

補助対象経費 
①報償費、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料とする。 

 ※詳細については別に定める。 

 

 

 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

 


